
随意契約理由書 

 

 

１ 案件名称 

大阪市健康局執務室（船場センタービル）情報通信設備改修業務委託 

 

 

２ 契約の相手方 

   株式会社日立製作所 

 

 

３ 随意契約理由 

   健康局では、新型コロナウイルス感染症への対応を行うため人員体制を強化し、人員の増に

より生じた執務スペースの不足については船場センタービルの空室を賃借し、執務室を拡張す

ることで対応してきた。その後、令和５年５月８日をもって新型コロナウイルス感染症にかか

る感染症法上の取扱いが５類へ移行したことに伴い、順次体制を縮小することとなり、賃借し

ている執務室からも順次撤退が予定されている。 

   撤退にあたっては、既存設備の撤去等原状回復を行う必要があるが、現在、健康づくり

課（分室）が使用している執務室にあるＬＡＮ（庁内ネットワークを利用するためのＬＡ

Ｎ）は、撤退予定の執務室を経由して敷設されているため、健康づくり課（分室）が引き

続き当該執務室で業務を遂行するためには、返却予定の執務室に干渉しないようにＬＡＮ

を敷設し直す必要がある。 

 本業務の実施にあたっては、現在稼働中である既存の庁内情報通信設備から構築を行う

必要があるため、本市庁内情報設備の基盤となっている情報通信ネットワークのネットワ

ーク構成、使用機器構成、ネットワーク管理システム等の情報通信設備全般を把握したう

えで、障害発生時に備えた総合的な復旧対応等の一連の高度かつ専門的な業務内容につい

て、確実かつ迅速に実施することが必要不可欠である。 

株式会社日立製作所は、本市庁内情報ネットワークシステムの構築・運用保守業者であ

り、情報通信設備全般の設計・構築・構成の内容や、使用機器構成等に精通しており、本

業務実施場所である船場センタービルの庁内情報通信設備の構築も行っている。 

同社以外が実施した場合、履行後に既存設備の動作保証ができず、不具合が生じた際に

著しい支障がでる恐れがあるなど技術的に対応が困難であることから、本業務を確実かつ

迅速に実施することができる唯一の業者である同社と契約を締結するものである。 

 

 

４ 根拠法令 

   地方自治法施行令第 167条の２第１項第２号 

 

 

５ 担当部署 

   健康局総務部総務課（電話番号：06-6208-9892） 


